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第 2 回 石垣市ひとり親家庭自立促進計画策定委員会 議事録を引用する。
（前略）






































































物件が選べるという価格帯は「60,000 ～ 80,000 円」台にあたる（累積相対度数 98.8％、第 3四
分位数：全体の 75％を占める値もこの範囲に位置する）。しかし、同じ離島部である宮古島市や本
当北部の名護市では「40,000 ～ 60,000 円」台までの家賃で 9割の物件をカバーできる（第 3四
分位数もここに位置する）。石垣市は宮古島市や名護市よりも、むしろ那覇市の分布に近い傾向を
示している。たとえて言うなら、宮古島市・名護市では 6 万円未満で 90件の物件から賃貸住宅が
選べるが、石垣市・那覇市では 70件の物件からしか選べないということになるだろうか。
表 2　住宅の１か月当たり家賃（住宅・土地統計調査　第 110 －３表）
累積相対度数
住宅の１か月当たり家賃 石垣市 宮古島市 名護市 那覇市
01_0 円 9.4％ 6.1％ 6.9％ 4.2％
02_1 ～ 10,000 円未満 11.8％ 9.5％ 7.8％ 4.9％
03_10,000 ～ 20,000 円未満 16.4％ 16.0％ 14.0％ 6.7％
04_20,000 ～ 40,000 円未満 36.1％ 46.4％ 46.4％ 36.4％
05_40,000 ～ 60,000 円未満 73.9％ 92.7％ 90.4％ 72.1％
06_60,000 ～ 80,000 円未満 98.8％ 99.1％ 99.4％ 94.2％
07_80,000 ～ 100,000 円未満 99.7％ 100.0％ 99.9％ 96.9％
08_100,000 ～ 150,000 円未満 100.0％ - 99.9％ 99.2％
09_150,000 ～ 200,000 円未満 - - 100.0％ 99.9％
10_200,000 円以上 - - 100.0％
借家数　計 10,070 10,380 13,800 82,140




である。例えば、「60,000 ～ 80,000 円」台の 1住宅のあたりを広さをみると、石垣市は 22.26 畳






住宅の１か月当たり家賃 石垣市 宮古島市 名護市 那覇市
01_0 円 24.18 20.40 14.73 24.91
02_1 ～ 10,000 円未満 17.81 17.98 15.26 16.96
03_10,000 ～ 20,000 円未満 18.31 20.44 19.39 17.82
04_20,000 ～ 40,000 円未満 16.94 22.43 15.53 14.75
05_40,000 ～ 60,000 円未満 16.44 20.42 18.45 16.94
06_60,000 ～ 80,000 円未満 22.26 26.67 23.88 22.46
07_80,000 ～ 100,000 円未満 28.41 36.31 41.19 28.98
08_100,000 ～ 150,000 円未満 27.56 - 40.00 29.90
09_150,000 ～ 200,000 円未満 - - 228.70 43.01










































































































6 阿部正大は『「地方ならお金がなくても幸せでしょ」とか言うな ! 日本を蝕む「おしつけ地方論」』
において、マスメディア等都市部からのまなざしによる地方の理想化を批判し、地方こそが経済
のグローバル化の最先端である、ということを述べている。石垣島の事例を見た場合、この阿部
の指摘は非常に重要であると筆者は考える。これについては、別稿でさらに検討したい。
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